
（対象年度：令和5年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

鹿児島県 奄美市

財政力指数 0.27 標準財政規模（百万円） 18,089

R6.1.1人口(人) 40,965 令和5年度職員数(人) 519

面積（K㎡) 308.33 人口千人当たり職員数(人) 12.7

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的
な債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：千人）

H22年 46.1 7.0 15.2% 27.2 59.0% 11.9 25.8% 0.8 4.2% 2.9 14.5% 16.1 81.3%

H27年 43.2 6.3 14.5% 24.6 57.0% 12.3 28.5% 0.7 3.9% 2.9 14.7% 15.8 81.4%

R2年 41.4 5.7 13.7% 22.2 53.7% 13.5 32.5% 0.8 3.7% 2.8 13.6% 17.0 82.6%

構成比
第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

全国平均

鹿児島県平均 32.5% 8.3% 19.2% 72.5%

23.4% 73.4%

13.1% 54.4%
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%

財務状況把握の結果概要  九州財務局理財部融資課
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◆国勢調査情報

資金繰り状況
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※平均値は、いずれもR4年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R4年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R5年度） 奄美市 全国平均 類似団体平均

奄美市 全国平均 類似団体平均

奄美市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：年）

（単位：％）

健全化判断比率 奄美市 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 12.59% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.59% 30.00% 

実質公債費比率 9.5% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 0.7% 350.0% -

債務償還可能年数 9.0年 7.3年 10.2年 6.0年 4.1年

実質債務月収倍率 12.7月 12.1月 10.8月 10.1月 8.4月

積立金等月収倍率 6.9月 6.6月 6.6月 7.1月 7.6月

行政経常収支率 11.7% 13.8% 8.8% 14.0% 16.7%

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
（参考）

鹿児島県
平均値

5.2年 4.2年 3.4年

6.7月 6.1月 6.5月

6.1月 7.5月 8.2月

11.5% 13.9% 16.6%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

都市Ⅰ－３

プライマリー・バランス（基礎的財政収支）５か年推移

奄美市

※ プライマリー・バランス ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

奄美市 全国平均 類似団体平均
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 4,144 4,169 4,133 4,227 4,317 14.4% 4,236 25.2%

　地方譲与税・交付金 1,088 1,190 1,396 1,369 1,383 4.6% 1,142 6.8%

　地方交付税 12,216 12,240 12,959 13,069 13,505 45.1% 5,777 34.4%

　国（県）支出金等 7,698 9,100 10,577 9,391 9,373 31.3% 4,661 27.8%

　分担金及び負担金・寄附金 463 446 480 488 455 1.5% 464 2.8%

　使用料・手数料 548 504 513 521 513 1.7% 312 1.9%

　事業等収入 301 293 222 302 365 1.2% 191 1.1%

行政経常収入 26,458 27,941 30,281 29,367 29,911 100.0% 16,783 100.0%

　人件費 4,291 5,128 5,143 5,165 5,035 16.8% 2,923 17.4%

　物件費 2,895 2,758 2,806 2,766 2,861 9.6% 2,891 17.2%

　維持補修費 253 239 239 246 243 0.8% 247 1.5%

　扶助費 9,855 9,774 11,232 10,299 10,962 36.6% 4,114 24.5%

　補助費等 2,595 3,626 5,745 4,386 3,487 11.7% 2,946 17.6%

　繰出金（建設費以外） 3,264 2,384 2,302 2,250 2,185 7.3% 1,597 9.5%

　支払利息 204 173 149 134 128 0.4% 65 0.4%

　（うち一時借入金利息） (1) (1) (1) (1) (1) (0)

行政経常支出 23,357 24,083 27,615 25,247 24,900 83.2% 14,782 88.1%

行政経常収支 3,101 3,858 2,665 4,120 5,011 16.8% 2,001 11.9%

　特別収入 528 4,505 456 276 253 310

　特別支出 326 4,577 361 277 259 189

行政収支（A） 3,303 3,787 2,761 4,118 5,005 2,122

■投資活動の部■

　国（県）支出金 2,000 2,301 1,585 987 642 27.0% 672 36.5%

　分担金及び負担金・寄附金 0 2 － 15 6 0.3% 397 21.6%

　財産売払収入 160 227 1,658 717 821 34.5% 56 3.1%

　貸付金回収 114 111 110 155 80 3.4% 179 9.7%

　基金取崩 746 888 2,300 531 830 34.9% 537 29.2%

投資収入 3,020 3,529 5,653 2,404 2,380 100.0% 1,841 100.0%

　普通建設事業費 6,064 6,565 5,195 3,025 2,307 96.9% 2,425 131.7%

　繰出金（建設費） 2 11 2 71 97 4.1% 3 0.1%

　投資及び出資金 80 86 131 322 283 11.9% 142 7.7%

　貸付金 61 158 56 30 28 1.2% 166 9.0%

　基金積立 1,347 660 1,359 1,122 1,536 64.5% 674 36.6%

投資支出 7,555 7,480 6,743 4,569 4,252 178.6% 3,409 185.1%

投資収支 ▲4,535 ▲3,951 ▲1,090 ▲2,165 ▲1,872 ▲78.6% ▲1,568 ▲85.1%

■財務活動の部■

　地方債 4,432 4,708 4,619 2,680 2,012 100.0% 1,478 100.0%

  （うち臨財債等） (527) (506) (648) (175) (82) (146)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 4,432 4,708 4,619 2,680 2,012 100.0% 1,478 100.0%

　元金償還額 3,964 4,058 4,176 4,377 4,495 223.4% 1,841 124.6%

　（うち臨財債等） (726) (765) (804) (815) (809) (585)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 3,964 4,058 4,176 4,377 4,495 223.4% 1,841 124.6%

財務収支 468 650 443 ▲1,697 ▲2,483 ▲123.4% ▲364 ▲24.6%

収支合計 ▲764 486 2,114 257 650 191

償還後行政収支（A-B) ▲661 ▲272 ▲1,415 ▲259 509 281

■参考■

実質債務 28,063 28,243 27,325 24,742 20,951 9,308

（うち地方債現在高） (42,934) (43,584) (44,027) (42,330) (39,847) (17,699)

積立金等残高 15,242 15,596 16,769 17,617 18,973 8,553

※類似団体平均値は、各団体のR４年度計数を単純平均したものである。
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２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積
立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　積立金等月収倍率は直近5年間において、診断基準（3.0月）を上回る6月～7月台で推移しており、R5年度で
は7.6月と積立低水準の状況にはない。
　当該理由としては、今後予定されているクリーンセンター建設事業等に備えた積立てを行う方針のもと、事業
の償還財源として重要な役割を担っている公共施設整備事業基金や財政調整基金などの積立てに伴い、積立
金等残高が増加したことによるものと考えられる。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　行政経常収支率は直近5年間において、R3年度を除き診断基準（10%）を上回っており、R5年度では16.7%と収
支低水準の状況にはない。
　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

　※診断基準（債務高水準、積立低水準、収支低水準）に該当している場合は、赤色で表示。
 　　診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　行政経常収支率は直近5年間において、R3年度を除き診断基準（10%）を上回っており、R5年度では16.7%と収
支低水準の状況にはない。
　当該理由としては、新型コロナウイルス感染症対応関連の国庫支出金の増加や地方交付税の増加により行
政経常収入が増加したことに加え、一部事務組合負担金などの補助費等の減少により行政経常支出が減少し
たことによるものと考えられる。
　なお、R3年度は名瀬港事業に係る補助費等の増加により行政経常支出が増加したことから、行政経常収支
率が低下（悪化）したものと考えられる。

※債務償還可能年数
　　R5年度の債務償還可能年数は4.1年と、診断基準（15年）を下回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常
収支率を利用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　実質債務月収倍率は直近5年間において低下（改善）しており、R5年度では8.4月と診断基準（18.0月）を下
回っていることから、債務高水準の状況にはない。
　当該理由としては、実施事業の必要性や緊急性を踏まえた選別を行うことで地方債借入額を抑えつつ、借入
額を上回る地方債の償還により地方債現在高が減少したことに加え、公共施設整備事業基金などの積立てに
伴い積立金等残高が増加したことから、実質債務が減少したことによるものと考えられる。

奄美市

※平均値は、いずれもR4年度

※平均値は、いずれもR4年度

※診断基準（債務高水準、積立低水準、収支低水準）に該当している場合は、赤色で表示。

 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

債務償還可能年数 9.0年 7.3年 10.2年 6.0年 4.1年 5.2年 4.2年

実質債務月収倍率 12.7月 12.1月 10.8月 10.1月 8.4月 6.7月 6.1月

行政経常収支率 11.7% 13.8% 8.8% 14.0% 16.7% 11.5% 13.9%

類似団体区分

都市Ⅰ－３

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
類似団体
平均値

全国
平均値

積立金等月収倍率 6.9月 6.6月 6.6月 7.1月 7.6月 6.1月 7.5月

行政経常収支率 11.7% 13.8% 8.8% 14.0% 16.7% 11.5% 13.9%

類似団体区分

都市Ⅰ－３

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
類似団体
平均値

全国
平均値



３．財務の健全性等に関する事項

【今後の見通し】

　ヒアリングにて各科目の将来見通しを確認。

R15年度 （イメージ） 備考

 
ス
ト

ッ
ク
面

地方債現在高（A） 減少

　地方債発行枠を定め、地方交付税措置のある有利な地方債を優先的に活用すること
に加え、今後予定されている大型（特殊）事業に伴う地方債発行については、実施時期
の調整・平準化を行うことで地方債現在高が目標水準まで縮減されるように努める方針
であるため、減少する見通し。

積立金等残高（B） 減少
　財政調整基金、地域振興基金、公共施設整備事業基金の3基金目標保有額を定め、
基金全体のバランスを見ながら積立を行うものの、減債基金及び公共施設整備事業基
金については大型事業の財源として取崩しを行う予定であるため、減少する見通し。

行政経常収支（C－D） 減少
概ね、行政経常収入（C）は減少、行政経常支出（D）は横ばいを見込むことから、行政経
常収支（C－D）は減少となる見通し。

実質債務（A－B） 増加
概ね、地方債現在高（A）は減少するものの、それを上回る積立金等残高（B）の減少を
見込むことから、実質債務（A－B）は増加する見通し。

 
フ
ロ
ー

面 行政経常収入（C） 減少

行政経常収入全体の将来見通しは減少する見通しであり、各科目については以下のと
おり。

・地方税は、人口減少に伴い減少あるいは横ばいとなる見込み。
・地方交付税は、人口減少及び公債費減少に伴う基準財政需要額の減少により減少と
なる見込み。
・国（県）支出金等は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減少によ
り減少となる見込み。
・事業等収入は、マリンタウン土地売払収入の減少により減少となる見込み。

行政経常支出（D) 横ばい

行政経常支出全体の将来見通しは横ばいの見通しであり、各科目については以下のと
おり。

・人件費は、定年延長や人事院勧告により増加するものの、新型コロナウイルス感染症
対策のための臨時的な人件費などは減少することから横ばいとなる見込み。
・物件費は、物価・エネルギー、労務単価の上昇により経常的に増加するものの、新型
コロナウイルス感染症対策のための臨時的な物件費は減少することから、横ばいとなる
見込み。
・扶助費は、介護等給付などで3年に1度の報酬改定に伴う増加により増加となる見込
み。
・補助費等は、新型コロナウイルス感染症対策のための臨時的な補助費等が減少する
ことから、減少となる見込み。

（ ：実質債務）

財務上の留意点

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準

①実質債務月収倍率24か月以上

②実質債務月収倍率18か月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準

①積立金等月収倍率1か月未満

②積立金等月収倍率3か月未満かつ
　行政経常収支率10%未満

収支低水準

①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上

奄美市

（ ：行政経常収支）

R15R5
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○財務指標への影響

【その他の留意点】

○子育て支援について

　貴市は、「未来の奄美市づくり計画（奄美市総合計画）（令和6年3月策定）」において市民一人ひとりの生活満足度の向上を目指すこと
を基本理念の１つとして掲げており、特に子育て支援を重要施策に位置づけている。
　
　これまで実施してきている子ども医療費助成事業等により、令和2年の人口は平成22年及び平成27年における国勢調査を基準にした
将来推計人口を上回る推移となったほか、官民連携による保育人材確保に向けた取り組みや子育てサービス民間提案事業の支援、商
店街への屋内遊具等設置による子育て応援ムードの醸成など、子育て支援の更なる拡充に取り組んでいるところである。

　また、保健福祉関係の施策については、行政からの発信では届きにくいという課題に対してSNSインフルエンサーを通じた情報発信を
取り入れることで解決に取り組んでいる。

　今後もこれらの取組を通じて、人口減少が抑制され、ひいては行政経常収入の安定的な確保につながることを期待したい。

○今後の財政運営について

　貴市は、次世代につながる行財政運営を行うことを目的とした「奄美市第2次財政計画 （H28年度～R7年度）」を策定している。その中
で示した財政調整基金ほか3基金合計保有額の目標（60億円）達成に向け着実に積立てを行っているほか、10年間で60億円以上の地
方債現在高縮減を目指す（※１）ことで、公債費の将来負担軽減に努めている。

　また、収入面では市税に関してクレジットカードによる納付やキャッシュレス決済による納付など様々な納税方法を導入し納期内納付
を推進していることに加え、ネーミングライツの導入等を行うことで自主財源の確保を図っている。さらに、支出面ではRPA等デジタル技
術を活用した事務の効率化による事務経費の削減にも努めている。

　しかしながら、今後は社会情勢の変化により地方税や地方交付税などの収入の見通しが困難であることに加え、今後予定されている
クリーンセンター建設事業等の実施に伴う公共施設整備事業基金等の取崩しにより積立金等残高が減少することが見込まれる。

　そのため、今後も財政計画に基づく事業の「選択と集中」により地方債現在高の縮減に努めることで実質債務の増加抑制を図りつつ、
官民連携の取組み（※２）や、公共施設の最適化（※３）などを通じて支出の削減に努めることで、効率的かつ効果的な財政運営を継続
していくことを期待したい。

※１ 市長の方針である「選択と集中」に沿った目標。
　「選択と集中」とは事業の必要性、緊急性を踏まえた選別を行ったうえで事業を実施することを意味する。
※２ 官民連携の取組み ： 官民連携プラットフォームによるPPP/PFIの推進、奄美市公共施設等民間提案制度等
※３ 公共施設の最適化：統廃合や使用料の更新等

●計数補正（R2年度）

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

奄美市

（百万円）

№ 区分 科目 金額

1 行政収入 行政特別収入（その他） 4,300

2 行政収入 国（県）支出金等（国庫支出金） ▲ 4,300

3 行政支出 行政特別支出（その他） 4,300

4 行政支出 補助費等（その他） ▲ 4,300

特別定額給付金給付事業費補助金及び事業費は、臨
時的かつ多額な収入・支出であるため、特別収入・支
出に振替を行った。

理由

財務指標 計数補正前 計数補正後

債務償還可能年数 7.3年 7.3年

実質債務月収倍率 10.5月 12.1月

積立金等月収倍率 5.8月 6.6月

行政経常収支率 11.9% 13.8%


